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○対馬市空き家改修費等補助金交付要綱 

平成２８年１０月１日 

告示第７０号 

改正 令和４年３月２５日告示第２０号 

改正 令和５年８月１日告示第１０４号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、空き家を改修して対馬市に定住しようとする移住者など

に対して、その改修及び家財道具等処分に要する費用の一部を補助すること

により、空き家の有効活用を図るとともに、定住を促進することを目的とし、

対馬市空き家改修費等補助金（以下「補助金」という。）を交付することに

ついて、対馬市補助金等交付規則（平成１６年対馬市規則第３７号）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。 

(１) 空き家 対馬市空き家バンク制度要綱（令和２年対馬市告示第１３９

号。以下「要綱」という。）第５条の規定により空き家バンクに登録され

た居住用家屋をいう。） 

(２) 空き家改修 住宅の機能の回復又は向上のために行う修繕、模様替え

又は設備改善をいう。 

(３) 家財道具等処分 居住のために必要な空き家の既存荷物の整理、運搬

及び処分をいう。ただし、特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第

９７号）で指定された家電製品は除く。 

(４) 地域自主組織 基礎的自治体である市町村よりも狭域の範囲において、

地域の公共的活動を担う組織をいう。 
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(５) NPO法人 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２

項に規定する特定非営利活動法人をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の

いずれかに該当する者とする。 

(１) 空き家の所有者 

(２) 次の要件に該当する者（以下「移住者」という。） 

ア 要綱第２条第４号に規定された利用希望者で、この補助金の交付を受

けて改修を行う空き家（以下「改修住宅」という。）に、補助事業の完

了の日から５年以上居住する見込みのある者 

イ 空き家の所有者との間に相続関係が発生しない者 

(３) 空き家の所有者から当該空き家を借り受ける地域自主組織、NPO法人並

びに市内に主たる事務所を有し、営利を目的とせず、移住者の本市への移

住及び定住の促進を図ることを目的に活動している団体のうち、市長が特

に認めるもので、補助事業の完了の日から５年間は移住者の居住の用に供

することについて空き家の所有者から承諾を得ている者 

（補助対象の除外者） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補

助金の交付対象者から除外する。 

(１) 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が市税

の滞納者である場合 

(２) 申請者が移住者の場合、現に空き家に同居し、若しくは同居しようと

する者が市税の滞納者である場合 

(３) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員である場合（同居しようとする親
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族がある場合にあっては当該親族を含む。） 

(４) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている世

帯に属している場合 

(５) 所有者等と生計を一にしている又は３親等以内の親族である場合 

(６) その他市長が適当でないと認めた場合 

（補助対象事業） 

第５条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、空き家

改修及び家財道具等処分のうち、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 空き家の家財道具等処分については、市内に事務所、事業所を有する

一般廃棄物収集運搬業者、一般廃棄物処理業者（廃棄物の処理及び清掃に

関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条第１項の規定により許可

を受けたもの）が行うものとする。ただし、特別な事情がある場合は、市

と協議を行うものとする。 

(２) 空き家改修のための工事（以下「改修工事」という。）については、

市内に事務所、事業所を有する法人又は個人事業所に施工を依頼するもの

とし、補助対象者自らが改修に係る工事を行う場合については、市内に事

務所、事業所を有する法人又は個人事業所からの材料購入、器具レンタル

等を行うものとする。ただし、特別な事情がある場合は、市と協議を行う

ものとする。 

(３) 空き家改修及び家財道具等処分を行う者が、当該空き家の所有者であ

る場合は、補助事業終了後５年間は移住者の居住の用に供すること、又は

移住者と売買又は賃貸借に関する契約（以下「売買契約等」という。）を

締結していること。移住者である場合は、当該空き家の所有者と売買契約

等を締結していること又は賃貸借に関する契約を締結している場合は、空

き家の改修についてその所有者に原状回復義務を免除すること及び補助事
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業の完了する日から５年間は、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、取り壊し、売却し又は担保に供しないこと。ただ

し、家財道具等の処分を空き家の所有者が承諾している場合はこの限りで

はない。 

(４) 国、県又は市の補助、助成等の対象となる改修等以外の改修等に要す

る経費であること。 

(５) この補助金の申請をした日の属する年度の３月３１日までに補助対象

事業が完了すること。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、こ

の限りではない。 

２ 前項の補助対象事業は、同じ空き家の改修と家財道具等処分については、

同一物件として扱い、同一物件につき１回を限りとする。 

（補助金額等） 

第６条 補助金の額は、対象改修工事及び家財道具等処分に要した費用の２分

の１以内の額（補助金額に１，０００円未満の端数を生じたときは、これを

切り捨てた額）とする。ただし、１事業につき１００万円を限度とし、補助

金の総額については、予算の範囲内とする。 

２ 前項の補助金交付申請書の提出に当たって、当該補助金に係る消費税仕入

控除税額等（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額と

して控除することができる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以

下同じ。）がある場合は、これを減額して申請しなければならない。ただし、

申請時において当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかでない場合

については、この限りでない。 

（補助金の申請） 
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第７条 申請者は、対馬市空き家改修費等補助金交付申請書（様式第１号）に

次に掲げる書類を添えて、改修工事及び家財道具等処分について、それぞれ

着工１０日前までに市長に提出しなければならない。ただし、空き家の改修

と家財道具等処分については、空き家の所有者と移住者それぞれからの申請

ができるものとする。 

(１) 改修工事（荷物等処分）の見積書の写し 

(２) 改修工事（荷物等処分）前の写真 

(３) 賃貸借契約書又は売買契約書の写し 

(４) 入居者の世帯全員の住民票 

(５) 申請者が空き家の所有者の場合、市税の滞納がない旨の証明書 

(６) 申請者が移住者の場合、世帯全員の住所地又は前住所地における市税

の滞納がない旨の証明書 

(７) その他市長が必要と認める書類 

２ 移住者が前項の申請を行う場合は、改修住宅の賃貸借契約書の契約開始日

又は売買契約書の契約日から１年以内に申請しなければならない。 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請があった場合は、速やかにその内容を審査し、適

当であると認めたときは、対馬市空き家改修費等補助金交付決定通知書（様

式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（変更承認申請） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補

助金の交付決定を受けた事業について、事業内容を変更し、中止し、又は廃

止する事由が生じたときは、対馬市空き家改修費等補助金変更承認申請書（様

式第３号）を市長に提出し、あらかじめその承認を受けなければならない。

ただし、市長が別に定める軽微な変更については、この限りでない。 
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２ 市長は、前項の申請があった場合は、速やかにその内容を審査し、変更等

の承認を決定したときは、対馬市空き家改修費等補助金変更承認決定通知書

（様式第４号）により当該申請をした交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、速やかに対馬市空き家

改修費等補助金実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

(１) 事業実施に係る契約書等の写し 

(２) 事業実施に係る領収書等の写し 

(３) 事業実施後の写真 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（交付額の確定等） 

第１１条 市長は、前条の実績報告を受けた場合は、速やかにその内容を審査

し、補助金の交付の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、対馬市空き家改修費等補助金確定通知書（様

式第６号）により交付決定者に通知するものとする。 

（交付請求） 

第１２条 交付決定者は、補助金の交付の請求をしようとするときは、対馬市

空き家改修費等補助金交付請求書（様式第７号）に市長が必要と認める書類

を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付は口座振込によるものとし、振込先は交付決定者名義の口座

に限るものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。ただし、市長が特に
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取り消しの必要がないと認めた場合は、この限りでない。 

(１) 補助事業の完了した日（以下「完了日」という。）から５年を経過す

る日までに、改修住宅を取り壊し、又は売却したとき。 

(２) 完了日から５年を経過する日までに、改修住宅から転居したとき。た

だし、交付決定者が空き家の所有者の場合、既存入居者が退去した３か月

以内に、新たに移住者が入居したとき又は、空き家バンクに、新たに登録

した場合を除く。 

(３) 完了日から３か月を経過する日までに、改修住宅に入居しないとき。 

(４) 第４条各号のいずれかに該当することとなったとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の確定があった後にお

いても適用があるものとする。 

３ 市長は、虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又

は補助金の交付を受けた者に対し、対馬市空き家改修費等補助金交付取消通

知書（様式第８号）により通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条第１項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消した

場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付

しているときは、期限を定めて、対馬市空き家改修費等補助金返還命令書（様

式第９号）により補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。この場

合において、返還を求める金額は、完了日からの経過年数により別表のとお

りとする。 

（状況等の報告） 

第１５条 交付決定者は、補助事業が完了した年度の翌年度から起算して５年

間、当該事業に係る各年度の状況等について、現況報告書（様式第１０号）

に次の各号に掲げる関係書類を添えて、翌年度の４月１０日までに市長に報
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告しなければならない。 

(１) 入居者全員の住民票の写し 

(２) その他市長が必要と認める書類 

（補則） 

第１６条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２８年１０月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月２５日告示第２０号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年８月１日告示第１０４号） 

この告示は、令和５年８月１日から施行する。 

別表（第１４条関係） 

完了日からの経過年数 返還（納付）金額 

１年未満 補助金額確定額の１００％ 

１年以上２年未満 補助金確定額の８０％ 

２年以上３年未満 補助金確定額の６０％ 

３年以上４年未満 補助金確定額の４０％ 

４年以上５年未満 補助金確定額の２０％ 
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様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第８条関係） 

様式第３号（第９条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

様式第６号（第１１条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

様式第８号（第１３条関係） 

様式第９号（第１４条関係） 

様式第１０号（第１５条関係） 

 


